
1 

 

 

 

 

平 成 ２１ 年 度 

（２００９年度） 

 

 

 

 

 

豊島区予算の概要 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

平成２１年 4 月 
 

豊  島  区 

 



2 

 

 

 － 目    次 － 

 

 

 

１  編成方針        ………………………………………………  １ 

 

２  財政規模  ………………………………………………  ２ 

 

３  ２１年度予算の特徴       ………………………………………  ３ 

 

４  歳入の概要  ………………………………………………  ４ 

 

５  歳出の概要  ………………………………………………  ７ 

 

６  持続可能な財政基盤の確保    ……………………………… １３ 

 

 

 

 

計数表等    …………………………………………………… １５ 

 

① 平成２１年度 当初予算財政規模 

② 平成２１年度 一般会計当初予算歳出財源別・経費別前年度比較 

③ 一般会計予算の推移（財源別） 

④ 予算総額の推移 

⑤ 経済状況をふまえた生活支援策 

⑥ 平成２１年度 都区財政調整について 

 

 

 

※ 計数表等を除き、金額は百万円単位で表示してあります。 

※ 端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。 

※ 前年度（２０年度）予算額は、特に説明がない限り、当初予算の数値となっています。 

 

 



1 

１   編 成 方 針 
 

わが国の経済は、アメリカのサブプライムローン問題に端を発する世界的な金融危機の

影響を受け、円高・株安、輸出の急激な落ち込みや国内消費の低迷などにより企業収益

が大幅に減少し、景気悪化が益々深刻化することが懸念されている状況である。 
一方、「東京富裕論」に見られる都市と地方の格差是正の議論は今なお消えておらず、

歳入の根幹をなす特別区財政調整交付金の原資となる法人住民税の国税化が俎上に上

がる可能性も否定できないことから、今後もその動向を注視していく必要がある。 
前年度とは一変した歳入環境を踏まえ、平成２１年度予算においては、区民に対する行

政サービスの水準を低下させない、景気悪化の長期化に備えるため財政調整基金は取り

崩さない、という基本方針のもとに、区民生活に身近な福祉施策の充実、子育てや教育な

どの次世代育成支援、地域の安心・安全、さらには、区民の区政への参加と協働の推進を

区政の基本としつつ、文化と品格を誇れる価値あるまちづくりと環境に配慮した都市の創

造を目指し、「文化」、「健康」、「都市再生」、「環境」に重点的に取り組む。 
また、将来にわたり安定的かつ健全な財政基盤を構築し、基本計画に基づく「未来戦略

推進プラン」を実効あるものとするために、引き続き負債の縮減、人件費の抑制、民間活力

の活用、公共施設の再構築などの構造改革に取り組み、一層、スリムで効率的な行政経

営を目指す。 

 
 

「未来戦略推進プラン」は、豊島区の新たな魅力と活力の創造に向け、戦略的かつ横断

的な施策展開を促進することにより、「豊島区基本計画」の政策体系に基づく各分野別の施

策をより効果的に推進していくために、基本計画の実施計画として策定しています。  
 
 

【未来戦略推進プランが目指す豊島区の姿】 
 
 

文化と品格を誇れる価値あるまち 

 
１． 文化の力で価値を創造し続けるまち 

 

２． 人と環境に優しいまち 

 

３． 安心・安全な美しいまち 

 

４． 豊かな人材とコミュニティを育むまち 
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２   財 政 規 模 
 

平成２１年度の一般会計当初予算規模は、８９２億８９百万円、前年度に比べ、２億８９百

万円の減、０．３％のマイナスとなっています。 

人件費は、前年度に比べ１０億１７百万円の減、４．４％のマイナス、事業費は、４億４５

百万円の減、０．８％のマイナスとなっています。また、投資的経費は１１億７４百万円の

増、１１．６％のプラスとなっています。 

特別会計を含めた財政規模は 1，３７３億２７百万円、前年度当初予算に比べ２３億２０

百万円の減、１．７％のマイナスとなっています。 

  
財政規模の対前年度比較 

     （単位：百万円） 

区  分 ２１年度 ２０年度 増減額 増減率（％）

一 般 会 計 ８９，２８９ ８９，５７８ △ ２８９ △ ０．３

人 件 費 ２２，３１８ ２３，３３５ △ １，０１７ △ ４．４

事 業 費 ５５，６９６ ５６，１４２ △ ４４５ △ ０．８

 

投 資 的 経 費 １１，２７５ １０，１０１ １，１７４ １１．６

特別会計（５会計） ４８，０３７ ５０，０６８ △ ２，０３１ △ ４．１

合 計 （ ６ 会 計 ） １３７，３２７ １３９，６４６ △ ２，３２０ △ １．７

※ 特別会計は、国民健康保険事業会計、老人保健医療会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事

業会計、従前居住者対策会計の５つです。 
 

当初予算規模の推移（平成７年度～） 
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３   ２ １ 年 度 予 算 の 特 徴 
 

平成２１年度の一般会計予算は、対前年度比２億８９百万円の減、０．３％のマイナス

で、１８年度以来３年ぶりの減少となりました。当初予算規模については、７年連続で９百億

円台を下回っています。 
なお、２１年度予算では、財政調整基金からの繰入れは行わないものの４年振りに特別

の財源対策（用地売却）を講じる内容となっています。 

 

一般会計当初予算の推移（平成７年度～） 
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平成２１年度の特別会計予算については、介護保険事業会計において、高齢者人口の

増加や介護報酬改定の影響などにより、前年度に比べ３億７８百万円の増となっていま

す。また、老人保健医療会計では旧制度にかかる精算経費のみを予算計上する結果にな

ったことから、２４億３６百万円の減となっています。そのため、特別会計の規模は４８０億３

７百万円で、前年度より２０億３１百万円の減、４．１％のマイナスとなっています。 

 
特別会計当初予算の推移（平成７年度～） 
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４   歳 入 の 概 要 
 

特別区税は、対前年度比８７百万円の増、０．３％のプラスとなっています。 
特別区民税については、景気・雇用情勢の悪化から失業や所得減少による収入歩合の

低下が見込まれていますが、引き続く人口増により課税人口が増加することから２億８１百

万円の増収を見込んでいます。一方で、特別区たばこ税については、タスポの導入や近

年の売上本数の減少傾向から１億７２百万円の減収を見込んでいます。 
 

特別区税の推移（平成 10年度～） 
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特別区交付金（特別区財政調整交付金）は、企業収益の急速な悪化により、財源となる

法人住民税の大幅な減少が見込まれることから２７９億円、対前年度比では２９億円の減、

９．４％のマイナスになると見込んでいます。 
なお、対前年度当初予算比で減少となるのは、平成１６年度以来５年ぶりです。 

 

特別区交付金の推移（平成６年度～） 
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利子割交付金、配当割交付金及び株式等譲渡所得割交付金については、景気の後退

による影響を踏まえ、前年度に比べ大幅な減少を見込んでいます。 
地方消費税交付金についても、個人消費の低迷が引き続き想定されることから、対前年

度比３億２４百万円の減、７．７％のマイナスと見込んでいます。 

 
 

（単位：百万円） 

区  分 ２１年度 ２０年度 増減額 増減率（％）

特 別 区 税 ２８，２１５ ２８，１２８ ８７ ０．３

利 子 割 交 付 金 ３５５ ５３７ △ １８２ △ ３３．９

配 当 割 交 付 金 １４０ ３１０ △ １７０ △ ５４．８

株式等譲渡所得割交付金 １８６ ３００ △ １１４ △ ３８．０

地 方 消 費 税 交 付 金 ３，８６６ ４，１９０ △ ３２４ △ ７．７

地 方 特 例 交 付 金 ３７９ ２７１ １０８ ３９．９

特 別 区 交 付 金 ２７，９００ ３０，８００ △ ２，９００ △ ９．４

特 別 区 債 １，７１４ ５００ １，２１５ ２４３．１

そ の 他 の 歳 入 ２６，５３５ ２４，５４３ １，９９２ ８．１

合  計 ８９，２８９ ８９，５７８ △ ２８９ △ ０．３
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平成２１年度の特別区債発行額は、１７億１４百万円（借換債を除くと１３億８１百万円）

で、対前年度比１２億１５百万円の増、２４３．１％のプラスとなり、起債依存度は前年度より

１．４ポイント上昇して１．９％となります。これは、公共施設の大規模改修経費などの増に

対応したことによるものです。 
なお、２１年度末の特別区債残高は、対前年度比３９億８３百万円の減、９．８％のマイナ

スとなる３６５億５１百万円と見込まれます。また、特別区債に土地開発公社の分割償還金

残高を加えた負債残高の総額は、２１年度末で４３２億５５百万円となる見込みです（旧街

づくり公社借入金は１９年度末で解消）。 

※ 起債依存度とは歳入総額に占める特別区債の割合です。 
 

当初予算における特別区債と起債依存度の推移（平成 10 年度～） 
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年度末負債残高の推移（平成 10年度～） 
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５   歳 出 の 概 要 
 

一般会計の歳出総額は減少し、経費別では、投資的経費が増加、人件費と事業費が

減少しています。 

投資的経費が前年度当初予算に比べ１１．６％のプラスで、人件費は４．４％、事業費は

０．８％のマイナスとなっています。 

 
一般会計歳出の対前年度比較 

（単位：百万円、構成比％） 

２１年度 ２０年度 増  減 
区  分 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率（％）

人 件 費 ２２，３１８ ２５．０ ２３，３３５ ２６．１ △ １，０１７ △ ４．４

事 業 費 ５５，６９６ ６２．４ ５６，１４２ ６２．７ △ ４４５ △ ０．８

投資的経費 １１，２７５ １２．６ １０，１０１ １１．３ １，１７４ １１．６

合 計 ８９，２８９ １００．０ ８９，５７８ １００．０ △ ２８９ △ ０．３

 

経費別歳出額の推移（平成６年度～） 
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人件費は、対前年度比１０億１７百万円の減となる２２３億１８百万円となっています。 
退職手当が前年度より３億８４百万円減少しており、これを除いた人件費は対前年度比

で６億３３百万円の減、３．１％のマイナスとなっています。 
これは、人件費を抑制するために引き続き職員数を削減し、前年度に比べ、一般職員

が１１０人減少することによるものです。 
なお、区の定員管理計画では、平成１７年度から６年間で６００人の人員を削減し、平成 

２２年度には２，０００人態勢を目指しています（２０年度の現員２，２１６人）。 

 
会計別職員数の対前年度比較 

（単位：人） 

区  分 一 般 会 計 
国民健康保険

事 業 会 計

後期高齢者医療

事 業 会 計

介 護 保 険 
事 業 会 計 

合  計 

２１年度 
１， ９５８ 

(１２２) 
５０

（２）

１３

（０）

５２ 
（２） 

２，０７３

（１２６）

２０年度 
２，０６８ 
（１０１） 

５２

（１）

１０

（１）

５１ 
（４） 

２，１８１

（１０７）

増  減 
△ １１０ 

（２１） 
△ ２

（１）

３

（△１）

１ 
（△２） 

△１０８

（１９）

※ （ ）内は再任用職員数で外書き 

 
一般会計人件費の対前年度比較 

（単位：百万円） 

区  分 ２１年度 ２０年度 増 減 

人 件 費 ２２，３１８ ２３，３３５ △ １，０１７

報 酬 １，７３４ １，６５８ ７６

給 与 ・ 共 済 費 １７，９０３ １８，６０４ △ ７０１

退 職 手 当 ２，２６８ ２，６５２ △ ３８４

職

員

人

件

費 小   計 ２０，１７１ ２１，２５６ △ １，０８５

 

非常勤職員社会保険料等 ４１３ ４２１ △８
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一般会計人件費の増減内訳 
  （単位：百万円）  

区 分 増 加 減 少 

内 容 

・昇給等 １７９ 
・再任用職員 １０３ 
・非常勤職員報酬等 １００ 
・時間外勤務手当 ２５ 

・人員削減 △９５２  
・退職手当 △３８４  
・共済組合負担金（事務費） △３０    
・その他 △５８  

増 減 

合 計 ４０７ △ １，４２４ △ １，０１７

※ 増減額は２０年度当初予算との比較です。 

 

人件費（退職手当を除き再任用職員を含む）と予算人員の推移（平成 10年度～）  

248
244

200

207
205

219

231

238

249251
257

208

2,640

2,734
2,668

2,523
2,466

2,325

2,230

2,080

2,169

2,683

2,598

2,675

190

200

210

220

230

240

250

260

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

決算

２０年度
（予算）

２１年度
（予算）

億円

1,500

1,700

1,900

2,100

2,300

2,500

2,700

2,900

人

 
 

退職手当の推移（平成 10年度～） 

21 20

27
23

28 30
27

22
25

29 27
23

0

5

10

15

20

25

30

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度

決算

２０年度
（予算）

２１年度
（予算）

億円

 

清掃職員を除く 

2,544 

 

予算人員 

人件費（退職手当を除く）

清掃移管・介護保険導入 
派遣法施行・再任用導入 

2,478 2,495
2,427

2,364

派遣条例施行 

2,312

臨時・特例的給与削減 

2,180

0 

2,092 
2,034 

1,952
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事業費は、対前年度比４億４５百万円の減、０．８％のマイナスとなる５５６億９６百万円と

なっています。 
これは、生活保護費や保育所運営費などの増により、扶助費が大幅に伸びる一方で、

公債費が減となることや、一般行政経費において基金積立金、特別会計繰出金が大きく

減少することなどによるものです。 

 
事業費の対前年度比較 

（単位：百万円） 

区  分 ２１年度 ２０年度 増  減 

事  業  費 ５５，６９６ ５６，１４２ △ ４４５

扶 助 費 １９，６６７ １８，７５６ ９１１

公 債 費 ６，４６３ ６，８４４ △ ３８１

 
 

一般行政経費 ２９，５６７ ３０，５４１ △ ９７５

 

 

事業費の推移（平成 10年度～） 

149 156 136 140 138 146 151 151 160 175 197

72 75
75

133

74 65

128
71

68 65

345

392

369

402

327 310

332

317
283

286
305 296

566

623

539

611

527

188

63
66

557561

675

580

539
521

506

0

100

200

300

400

500

600

700

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

決算

20年度
（予算）

21年度
（予算）

億円

一　般　行　政　経　費

扶　助　費

公　　債　　費
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投資的経費は、対前年度比１１億７４百万円の増、１１．６％プラスの１１２億７５百万円と

なっています。 
これは、西池袋中学校の建替え事業経費や豊島体育館などの公共施設の大規模改修

経費の増などによるものです。 
投資的経費については、学校改築計画や公共施設の老朽化等への対応に伴い、今後

も多額の負担を要しますが、「未来戦略推進プラン２００９」に基づき、施策の優先化と経費

の見直し等を行い、年度間における財政負担の平準化を図っていきます。 

 
投資的経費の推移（平成６年度～） 

154

122

89 87

177

103

60
73

88

72
82

124

155 154

101
113

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

決算

20年度
（予算）

21年度
（予算）

億円
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目的別の内訳では、総務費が、地域区民ひろば施設の建て替え工事の終了や退職手

当の減などにより、対前年度比で７億２６百万円、５．９％のマイナスとなり、諸支出金は、基

金積立金や特別会計繰出金の減などにより、１６億７７百万円、１６．０％の大幅なマイナス

となっています。 
また、他の経費では、土木費が、都市計画道路補助第１７３号線整備事業経費の増など

により、対前年度比１５．２％のプラス、教育費は西池袋中学校の建て替え工事の開始など

により、１２．６％のプラスとなっています。 

 
目的別経費の対前年度比較 

（単位：百万円、構成比％） 

２１年度 ２０年度 増  減 
区  分 

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率（％）

議 会 費 ６２６ ０．７ ６３２ ０．７ △ ６ △ ０．９

総 務 費 １１，５３８ １２．９ １２，２６４ １３．７ △ ７２６ △ ５．９

福 祉 費 ３０，６７０ ３４．３ ３０，０８９ ３３．６ ５８１ １．９

衛 生 費 ２，９１１ ３．３ ２，９５２ ３．３ △ ４１ △ １．４

清 掃 環 境 費 ４，８１８ ５．４ ４，７６４ ５．３ ５５ １．２

都 市 整 備 費 ４，６７１ ５．２ ４，６８８ ５．２ △ １８ △ ０．４

土 木 費 ６，８６１ ７．７ ５，９５７ ６．６ ９０４ １５．２

文 化 商 工 費 ３，３７１ ３．８ ３，２９４ ３．７ ７７ ２．３

教 育 費 ８，４２２ ９．４ ７，４８０ ８．３ ９４３ １２．６

そ の 他 １５，４０１ １７．２ １７，４５９ １９．５ △ ２，０５８ △ １１．８

公 債 費 ６，４６３ ７．２ ６，８４４ ７．６ △ ３８１ △ ５．６

諸 支 出 金 ８，７８８ ９．８ １０，４６５ １１．７ △ １，６７７ △ １６．０ 

予 備 費 １５０ ０．２ １５０ ０．２ ０ ０．０

合  計 ８９，２８９ １００．０ ８９，５７８ １００．０ △ ２８９ △ ０．３
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６   持 続 可 能 な 財 政 基 盤 の 確 保 
 

予算編成においては、その年度の経常的な歳入で経常的な歳出を賄うことが基本であ

り、いわゆる「身の丈」に合った財政規模を維持することが健全な財政運営であると言えま

す。 
平成２１年度については、景気悪化の長期化に備えるため財政調整基金を取り崩さな

いなかで、財源不足解消のため、ほぼ全額を一般財源で対応せざるを得ない大規模施設

建設・改修を一部先送りし、また、新規・拡充事業も極力圧縮するとともに、４年ぶりに特別

な財源対策を講じるなど、現下の景気悪化に対応した将来を見据えた予算となりました。 
区財政は、一時期の危機的な状況から脱し、安定的な運営が可能となるところまで改善

してきたのも束の間、「１００年に一度の経済不況」と言われるように、再び景気悪化の影響

が深刻な事態となっています。 
一方で、今なお、重い負債の解消、高齢化の進展による将来の医療費や介護給付費の

負担増、老朽化した公共施設の改築・改修など多くの課題を抱えております。 
景気の底が見えない経済情勢を踏まえ、持続可能な財政運営を確保するため、今後も

可能な範囲で負債の繰上げ償還を行い、利子負担の軽減を図るとともに、将来の備えとし

て、年度間の財源調整を行う財政調整基金や公債費負担の軽減を図る減債基金、さらに

は、長期間にわたる学校改築を着実に推進するための義務教育施設整備基金などを確

実に確保していきます。 
また、一方で、スリムで変化に強い行政経営の確立に向け、行財政改革の姿勢を堅持

し、人件費の抑制や事務事業の見直しに努めるなど、引き続き区財政の構造改革に取り

組んでいきます。 

 
当初予算における財源対策の推移（平成６年度～） 

40

60

76

40 42

6
10 11 11

5

4

5 6

5

7

8

1918

17

20

6

26

26

39

110.0%

1.7%

0.0%0.0%

8.0%

5.6%

11.9%

3.5%

1.7%

9.6%

6.3%

9.2%

9.9%

3.4%

7.2%

4.1%

0

20

40

60

80

6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

億円

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%一般財源に占める割合

基金からの運用

土地売却・貸付等

給与費削減

繰越金計上

財政調整基金の
取崩し

 

ここで示す財源対策とは、財源不足の解
消のために不可欠であった土地売却、基
金の運用、財政調整基金の取崩し、繰越
金の計上及び給与費の削減を指します。 
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２１年度当初予算と２０年度当初予算の比較 
 

（単位：百万円）

　一般財源 63,360 66,008 △ 2,648 △4.0%

28,215 28,128 87 0.3%
特別区民税281、特別区たばこ税△172、狭小
住戸集合住宅税△20

501 553 △ 52 △9.4%
自動車重量譲与税交付金△30、地方道路譲与
税交付金△22

681 1,147 △ 466 △40.6%
利子割交付金△182、配当割交付金△170、株
式等譲渡所得割交付金△114

3,866 4,190 △ 324 △7.7%

27,900 30,800 △ 2,900 △9.4%

うち普通交付金 26,900 29,800 △ 2,900 △9.7%
21年度当初予算見込
　・基準財政需要額57,300　・同収入額30,400

2,197 1,190 1,007 84.6%
自動車取得税交付金△90、地方特例交付金
108

1,146 154 992 644.2% 旧中央図書館跡地1,055

　特定財源 25,929 23,570 2,359 10.0%

義務的経費充当 14,636 14,084 552 3.9%

1,047 893 153 17.2%

654 782 △ 128 △16.4% 減債基金繰入金△164、特別区債（借換債）36

12,935 12,408 527 4.2%
生活保護費493、私立保育所運営費151、障害
者自立支援施設給付費△63、障害者自立支援
居宅介護給付費△25

4,298 2,741 1,557 56.8%

施設大規模改修1,014、補助173号346、小学校
大規模改修337、再開発（第2地区）265、池袋
本町住宅建替182、中学校大規模改修92、居
住環境（染井）△561、区民ひろば改修△289

6,996 6,745 251 3.7%
居住環境（東池袋）134、衆議院議員選挙98、
都議会議員選挙95、自転車駐車場管理70、新
資源回収67、税還付金△215

89,289 89,578 △ 289 △0.3%

　義務的経費 48,448 48,935 △ 488 △1.0%

22,318 23,335 △ 1,017 △4.4%
職員関係経費（一般）△806、退職手当△384、
職員関係経費（再任用）103、非常勤報酬等75

6,463 6,844 △ 381 △5.6% 元金△254、利子等△127

19,667 18,756 911 4.9%
生活保護費602、私立保育所運営費429、公設
民営保育所運営費171、夜間延長保育所運営
費△107、障害者自立支援施設給付費△84

11,275 10,101 1,174 11.6%

西池袋中学校建替1,079、補助173号453、堀之
内人道橋280、池袋駅西口広場250、再開発
（第2地区）210、居住環境（染井）△722、土地
開発公社分割償還金△414

　一般行政経費 29,567 30,541 △ 975 △3.2%

うち基金積立金 1,122 2,423 △ 1,300 △53.7%
義務教育施設整備基金△1,198、公共施設再
構築基金△62、住宅基金△20、減債基金△13

7,666 8,042 △ 376 △4.7%
国保会計△398、老人会計△202、後期高齢者
会計180、介護会計44

89,289 89,578 △ 289 △0.3%

　投資的経費

合　　計

うち特別会計繰出金

地方消費税交付金

公債費

扶助費

利子割交付金・配当割交付
金・株式等譲渡所得割交付金

区　　分

歳

出

合　　計

人件費

一般行政経費充当

21年度
当初予算Ａ

20年度
当初予算B

前年度との比較
A－B

主な増減要因・増減額等

歳

入

特別区税

地方譲与税

特別区財政調整交付金

うち土地売却収入

公債費充当

投資的経費充当

人件費充当

扶助費充当

その他の一般財源
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計 数 表 等 
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①  平成２１年度 当初予算 財政規模 

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 平 成 21 年 度 構 成 比

特 別 区 税 28,214,640 31.6

自 動 車 重 量 譲 与 税 交 付 金 380,000 0.4

1. 地 方 道 路 譲 与 税 交 付 金 121,000 0.1

利 子 割 交 付 金 355,000 0.4

配 当 割 交 付 金 140,000 0.2

歳 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 186,000 0.2

地 方 消 費 税 交 付 金 3,866,000 4.3

自 動 車 取 得 税 交 付 金 440,000 0.5

地 方 特 例 交 付 金 379,000 0.4

特 別 区 交 付 金 27,900,000 31.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 31,000 0.0

入 財 産 収 入 （ 貸 付 料 ・ 売 払 収 入 ） 1,161,400 1.3

繰 入 金 1,054,586 1.2

繰 越 金 1 0.0

国 ・ 都 支 出 金 17,132,618 19.2

特 別 区 債 1,714,000 1.9

そ の 他 一 般 財 源 ・ 特 定 財 源 6,214,194 7.0

計 89,289,439 100.0

歳 人 件 費 22,318,075 25.0

事 業 費 55,696,465 62.4

出 投 資 的 経 費 11,274,899 12.6

計 89,289,439 100.0

2. 国 民 健 康 保 険 事 業 会 計 28,857,047

3. 老 人 保 健 医 療 会 計 39,496

4. 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 会 計 4,803,881

5. 介 護 保 険 事 業 会 計 14,330,938

6. 従 前 居 住 者 対 策 会 計 5,740

合　　　　　　　　　　　　　計 137,326,541

一

般

会

計
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単位：千円

平 成 20 年 度 構 成 比 増　(　△　)　減 伸　　　率

28,127,806 31.4 86,834 0.3

410,000 0.5 △ 30,000 △ 7.3

143,000 0.2 △ 22,000 △ 15.4

537,000 0.6 △ 182,000 △ 33.9

310,000 0.3 △ 170,000 △ 54.8

300,000 0.3 △ 114,000 △ 38.0

4,190,000 4.7 △ 324,000 △ 7.7

530,000 0.6 △ 90,000 △ 17.0

271,000 0.3 108,000 39.9

30,800,000 34.4 △ 2,900,000 △ 9.4

44,000 0.0 △ 13,000 △ 29.5

165,437 0.2 995,963 602.0

984,973 1.1 69,613 7.1

1 0.0 0.0

16,094,534 18.0 1,038,084 6.4

499,500 0.6 1,214,500 243.1

6,170,877 6.9 43,317 0.7

89,578,128 100.0 △ 288,689 △ 0.3

23,335,178 26.1 △ 1,017,103 △ 4.4

56,141,558 62.7 △ 445,093 △ 0.8

10,101,392 11.3 1,173,507 11.6

89,578,128 100.0 △ 288,689 △ 0.3

28,999,522 △ 142,475 △ 0.5

2,475,067 △ 2,435,571 △ 98.4

4,634,708 169,173 3.7

13,952,987 377,951 2.7

5,740 0.0

139,646,152 △ 2,319,611 △ 1.7  
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② 平成２１年度 一般会計当初予算 歳出財源別・経費別前年度比較 

予　　　　　算　　　　　額 　　財

款 特

平成21年度 構成比％ 平成20年度 構成比％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成21年度 構成％

議 会 費 626,199 0.7 631,985 0.7 △ 5,786 △ 0.9 504 0.0

総 務 費 11,538,472 12.9 12,264,343 13.7 △ 725,871 △ 5.9 1,604,459 6.2

福 祉 費 30,669,986 34.3 30,088,916 33.6 581,070 1.9 14,414,541 55.6

衛 生 費 2,910,787 3.3 2,951,865 3.3 △ 41,078 △ 1.4 866,714 3.3

清 掃 環 境 費 4,818,365 5.4 4,763,558 5.3 54,807 1.2 688,206 2.7

都 市 整 備 費 4,670,694 5.2 4,688,301 5.2 △ 17,607 △ 0.4 2,932,739 11.3

土 木 費 6,860,566 7.7 5,956,535 6.6 904,031 15.2 2,533,170 9.8

文 化 商 工 費 3,371,279 3.8 3,294,220 3.7 77,059 2.3 648,761 2.5

教 育 費 8,422,200 9.4 7,479,614 8.3 942,586 12.6 818,952 3.2

公 債 費 6,462,724 7.2 6,844,099 7.6 △ 381,375 △ 5.6 653,975 2.5

諸 支 出 金 8,788,167 9.8 10,464,692 11.7 △ 1,676,525 △ 16.0 767,310 3.0

予 備 費 150,000 0.2 150,000 0.2 0.0

歳 出 合 計 89,289,439 100.0 89,578,128 100.0 △ 288,689 △ 0.3 25,929,331 100.0

経

款 人　　　　　件　　　　　費 事

平成21年度 構成％ 平成20年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成21年度 構成％

議 会 費 575,970 2.6 575,342 2.5 628 0.1 50,229 0.1

総 務 費 7,250,057 32.5 7,574,286 32.5 △ 324,229 △ 4.3 3,907,364 7.0

福 祉 費 7,547,483 33.8 7,892,637 33.8 △ 345,154 △ 4.4 21,989,822 39.5

衛 生 費 1,000,103 4.5 1,061,292 4.5 △ 61,189 △ 5.8 1,910,684 3.4

清 掃 環 境 費 1,592,191 7.1 1,701,827 7.3 △ 109,636 △ 6.4 3,226,174 5.8

都 市 整 備 費 418,512 1.9 394,940 1.7 23,572 6.0 1,787,240 3.2

土 木 費 1,278,236 5.7 1,350,255 5.8 △ 72,019 △ 5.3 2,247,929 4.0

文 化 商 工 費 649,883 2.9 631,011 2.7 18,872 3.0 1,992,132 3.6

教 育 費 2,005,640 9.0 2,153,588 9.2 △ 147,948 △ 6.9 3,184,000 5.7

公 債 費 6,462,724 11.6

諸 支 出 金 8,788,167 15.8

予 備 費 150,000 0.3

歳 出 合 計 22,318,075 100.0 23,335,178 100.0 △ 1,017,103 △ 4.4 55,696,465 100.0  
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単位:千円

源　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

定　　　　財　　　　源 一　　　　　般　　　　　財　　　　　源

平成20年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成21年度 構成％ 平成20年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％

504 0.0 0.0 625,695 1.0 631,481 1.0 △ 5,786 △ 0.9

1,558,499 6.6 45,960 2.9 9,934,013 15.7 10,705,844 16.2 △ 771,831 △ 7.2

13,622,838 57.8 791,703 5.8 16,255,445 25.7 16,466,078 24.9 △ 210,633 △ 1.3

815,634 3.5 51,080 6.3 2,044,073 3.2 2,136,231 3.2 △ 92,158 △ 4.3

621,567 2.6 66,639 10.7 4,130,159 6.5 4,141,991 6.3 △ 11,832 △ 0.3

2,832,195 12.0 100,544 3.6 1,737,955 2.7 1,856,106 2.8 △ 118,151 △ 6.4

2,052,456 8.7 480,714 23.4 4,327,396 6.8 3,904,079 5.9 423,317 10.8

253,922 1.1 394,839 155.5 2,722,518 4.3 3,040,298 4.6 △ 317,780 △ 10.5

233,777 1.0 585,175 250.3 7,603,248 12.0 7,245,837 11.0 357,411 4.9

782,305 3.3 △ 128,330 △ 16.4 5,808,749 9.2 6,061,794 9.2 △ 253,045 △ 4.2

796,177 3.4 △ 28,867 △ 3.6 8,020,857 12.7 9,668,515 14.6 △ 1,647,658 △ 17.0

150,000 0.2 150,000 0.2 0.0

23,569,874 100.0 2,359,457 10.0 63,360,108 100.0 66,008,254 100.0 △ 2,648,146 △ 4.0

費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別

業　　　　　　　費 投　　　資　　　的　　　経　　　費

平成20年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％ 平成21年度 構成％ 平成20年度 構成％ 増 (△) 減 伸 率 ％

56,643 0.1 △ 6,414 △ 11.3

3,754,056 6.7 153,308 4.1 381,051 3.4 936,001 9.3 △ 554,950 △ 59.3

21,095,268 37.6 894,554 4.2 1,132,681 10.0 1,101,011 10.9 31,670 2.9

1,726,889 3.1 183,795 10.6 163,684 1.6 △ 163,684

3,057,760 5.4 168,414 5.5 3,971 0.0 △ 3,971

1,667,585 3.0 119,655 7.2 2,464,942 21.9 2,625,776 26.0 △ 160,834 △ 6.1

2,145,143 3.8 102,786 4.8 3,334,401 29.6 2,461,137 24.4 873,264 35.5

2,056,352 3.7 △ 64,220 △ 3.1 729,264 6.5 606,857 6.0 122,407 20.2

3,123,071 5.6 60,929 2.0 3,232,560 28.7 2,202,955 21.8 1,029,605 46.7

6,844,099 12.2 △ 381,375 △ 5.6

10,464,692 18.6 △ 1,676,525 △ 16.0

150,000 0.3 0.0

56,141,558 100.0 △ 445,093 △ 0.8 11,274,899 100.0 10,101,392 100.0 1,173,507 11.6  
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③ 一般会計予算の推移（財源別） 
 

当初予算額

年度 特定財源

伸び率 伸び率 構成比 伸び率 構成比

千円 千円 千円

元 73,554,896 10.2% 19,786,889 14.3% 26.9% 53,768,007 8.7% 73.1%

2 79,507,272 8.1% 20,248,352 2.3% 25.5% 59,258,920 10.2% 74.5%

3 92,038,534 15.8% 24,326,524 20.1% 26.4% 67,712,010 14.3% 73.6%

4 103,193,018 12.1% 28,496,729 17.1% 27.6% 74,696,289 10.3% 72.4%

5 104,465,045 1.2% 29,036,700 1.9% 27.8% 75,428,345 1.0% 72.2%

6 91,952,809 -12.0% 28,322,705 -2.5% 30.8% 63,630,104 -15.6% 69.2%

7 96,377,760 4.8% 31,075,113 9.7% 32.2% 65,302,647 2.6% 67.8%

8 93,856,317 -2.6% 30,012,742 -3.4% 32.0% 63,843,575 -2.2% 68.0%

9 93,253,015 -0.6% 30,629,238 2.1% 32.8% 62,623,777 -1.9% 67.2%

10 103,029,744 10.5% 40,871,013 33.4% 39.7% 62,158,731 -0.7% 60.3%

11 98,415,301 -4.5% 36,690,735 -10.2% 37.3% 61,724,566 -0.7% 62.7%

12 96,879,702 -1.6% 32,215,368 -12.2% 33.3% 64,664,334 4.8% 66.7%

13 94,608,850 -2.3% 30,940,691 -4.0% 32.7% 63,668,159 -1.5% 67.3%

14 90,668,620 -4.2% 27,236,452 -12.0% 30.0% 63,432,168 -0.4% 70.0%

15 88,883,855 -2.0% 27,963,874 2.7% 31.5% 60,919,981 -4.0% 68.5%

16 87,893,458 -1.1% 26,444,360 -5.4% 30.1% 61,449,098 0.9% 69.9%

17 86,475,726 -1.6% 26,545,224 0.4% 30.7% 59,930,502 -2.5% 69.3%

18 86,131,996 -0.4% 24,012,970 -9.5% 27.9% 62,119,026 3.7% 72.1%

19 89,453,838 3.9% 25,265,771 5.2% 28.2% 64,188,067 3.3% 71.8%

20 89,578,128 0.1% 23,569,874 -6.7% 26.3% 66,008,254 2.8% 73.7%

21 89,289,439 -0.3% 25,929,331 10.0% 29.0% 63,360,108 -4.0% 71.0%

一般財源

財源内訳
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④ 予算総額の推移 
 

年
度

合計

伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率 伸び率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

元 73,554,896 10.2% 14,426,031 1.1% 13,784,945 6.4% 101,765,872 8.3%

2 79,507,272 8.1% 14,316,469 -0.8% 14,320,407 3.9% 5,680 108,149,828 6.3%

3 92,038,534 15.8% 14,248,365 -0.5% 15,256,036 6.5% 5,681 0.0% 121,548,616 12.4%

4 103,193,018 12.1% 14,673,199 3.0% 15,857,543 3.9% 5,719 0.7% 133,729,479 10.0%

5 104,465,045 1.2% 15,282,427 4.2% 16,255,866 2.5% 5,741 0.4% 136,009,079 1.7%

6 91,952,809 -12.0% 16,157,592 5.7% 17,546,018 7.9% 5,711 -0.5% 125,662,130 -7.6%

7 96,377,760 4.8% 16,664,539 3.1% 18,852,415 7.4% 5,712 0.0% 131,900,426 5.0%

8 93,856,317 -2.6% 17,364,180 4.2% 19,360,893 2.7% 5,688 -0.4% 130,587,078 -1.0%

9 93,253,015 -0.6% 17,979,364 3.5% 20,835,695 7.6% 5,688 0.0% 132,073,762 1.1%

10 103,029,744 10.5% 18,073,975 0.5% 21,823,768 4.7% 5,688 0.0% 142,933,175 8.2%

11 98,415,301 -4.5% 18,603,251 2.9% 20,994,246 -3.8% 5,686 0.0% 138,018,484 -3.4%

12 96,879,702 -1.6% 20,124,802 8.2% 20,640,338 -1.7% 9,173,354 5,682 -0.1% 146,823,878 6.4%

13 94,608,850 -2.3% 21,079,575 4.7% 22,648,285 9.7% 8,911,447 -2.9% 5,692 0.2% 147,253,849 0.3%

14 90,668,620 -4.2% 21,475,852 1.9% 23,435,060 3.5% 9,252,613 3.8% 5,706 0.2% 144,837,851 -1.6%

15 88,883,855 -2.0% 23,544,460 9.6% 19,165,400 -18.2% 10,624,015 14.8% 40,680 612.9% 142,258,410 -1.8%

16 87,893,458 -1.1% 23,501,199 -0.2% 21,255,467 10.9% 12,104,481 13.9% 5,681 -86.0% 144,760,286 1.8%

17 86,475,726 -1.6% 24,711,755 5.2% 19,729,149 -7.2% 13,449,762 11.1% 5,681 0.0% 144,372,073 -0.3%

18 86,131,996 -0.4% 24,805,246 0.4% 20,348,929 3.1% 13,210,317 -1.8% 5,688 0.1% 144,502,176 0.1%

19 89,453,838 3.9% 28,351,458 14.3% 19,032,594 -6.5% 13,819,338 4.6% 5,740 0.9% 150,662,968 4.3%

20 89,578,128 0.1% 28,999,522 2.3% 2,475,067 -87.0% 4,634,708 13,952,987 1.0% 5,740 0.0% 139,646,152 -7.3%

21 89,289,439 -0.3% 28,857,047 -0.5% 39,496 -98.4% 4,803,881 3.7% 14,330,938 2.7% 5,740 0.0% 137,326,541 -1.7%

介護保険
事業会計

従前居住者
対策会計

一般会計
国民健康保険

事業会計
老人保健
医療会計

後期高齢者
医療事業会計
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⑤ 経済状況をふまえた生活支援策 
 

 事業費
（千円）

事業費
（千円）

敬老入浴事業の拡充 高齢者福祉課

31事業

71,636

72,987

78,276

所管

２. 生活者への支援

合　計

区分

３．雇用機会等の創出

１. 中小事業者等への支援

No.
緊急
雇用

事業名

事業数

②

①

7事業

11事業

１．中小事業者等への支援

４. 契約施策等 2事業

11事業

生活産業課

就業支援事業（就活セミナー等） 生活産業課

生活産業課

   2,400生活産業課

      910

 40,204中小商工業融資事業〔継続〕

⑤

商店街振興助成(共通商品券発行等の助成増)

③

④ 公衆浴場経営改善費助成の拡充〔継続〕

子育て支援課

⑥

２．生活者への支援

中小規模事業者等ＣＯ２削減支援事業

⑦ 私立幼稚園教育環境整備費補助の拡充

No.
緊急
雇用

事業名 所管

① 福祉家事援助サービス事業（シルバー人材センター） 管理調整課

② 高齢者配食サービス事業の拡充 高齢者福祉課

③ 浴場ミニデイサービスの拡充 高齢者福祉課

④
介護保険料基準月額の引下げ　（月4,363円→3,963円）
　※介護報酬引上げに伴う特例交付金による対応額は含まれていない

介護保険課

⑤ 心身障害者自動車燃料費助成の拡充〔継続〕 中央保健福祉センター

⑥ 心身障害者等福祉タクシー事業の拡充 中央保健福祉センター

   2,995

          -

   3,346

 22,061

   2,160

 11,950

   5,777

   3,293

   1,512

 12,500環境課

- 

222,899

 事業費
（千円）
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計９事業62,566千円が東京都緊急雇用創出補助金充当事業に該当（全額特財）

（注）各事業の所管は平成２０年度の組織名としています。

 事業費
（千円）

障害者移動支援及び日常生活用具等給付事業の拡充 中央保健福祉センター

⑪

⑨ 子育てファミリー世帯への家賃助成の拡充

住宅課

高齢者世帯等住み替え家賃助成の拡充 住宅課

国の政令改正に伴う区営住宅使用料の激変緩和措置

   4,418

 18,613

⑩

住宅課

⑧ 妊婦健康診査事業の拡充 健康推進課

⑦

３．雇用機会等の創出

No. 所管

① ● 窓口案内業務の強化 区民課

緊急
雇用

事業名

② ● 小中学校小規模校における支援員の雇用 教育指導課

駅施設等のバリアフリー状況調査 管理調整課③ ●

⑤ 福祉施設人材確保合同説明会（仮称） 高齢者福祉課

⑥ ● 障害者就労支援員の拡充 障害者福祉課

⑦ ● 防犯パトロールの拡充 治安対策担当課

⑧ ● 中央図書館巡回警備の強化 図書館課

⑨ ● 資源持ち去り防止対策 計画管理課

放置自転車、地域文化資源等の実態調査 図書館課・交通安全課

⑩ ● ペットボトル店頭回収実態調査 計画管理課

   6,000

 事業費
（千円）

４．契約施策等

No.
緊急
雇用

事業名 所管

⑪ ●

① 公共事業の前金払制度の要件緩和（1月から実施） 契約課

② 小規模事業者登録制度創設 契約課

   3,454

 15,000

 10,000

   9,058

   3,426

          -

   1,170

   9,384

 11,980

          -

④ 福祉施設雇用支援事業 高齢者福祉課

   8,607

   7,867

   4,104

          -

      710
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⑥ 平成２１年度 都区財政調整について  
 
 
 
 

平成２１年度 都区財政調整方針（案） 
 
  平成２１年度の都区財政調整については、下記により行うものとする。 
 

記 
 
第一 基準財政収入額 
 

１ 基準財政収入額は、各特別区の財政力を合理的に測定する趣旨を踏まえながら、  

過去の実績に基づく標準算定を行う。 
ただし、特別区民税については、前３ヶ年度の決算調定額に三位一体改革の税源移

譲に伴う影響を加味した額に基づいて標準算定を行う。 
２ 算定に当たっては、社会経済及び税制改正の動向、国税の状況等を考慮しつつ、  

標準徴収率により算定する。 
３ 三位一体改革の税源移譲に伴う影響額の１００分の１５に相当する額を特例加減算す

る。 
 
第二 基準財政需要額 
 

１ 基準財政需要額は、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるよう、合

理的かつ適正な方法により標準算定を行う。 
２ 特別区における行財政の実態を踏まえ、算定方法を見直すとともに、各測定単位にお

ける数値の増減、国・都の方針による増減等を見込むものとする。 
 
第三 今後の措置 
 

１ 本方針に基づき、都と特別区及び特別区相互間の財政調整に関する条例の一部を改

正する条例案及び予算案を都議会第１回定例会に付議するものとする。 
２ 区別の算定は、平成２１年度測定単位の数値の確認を待って行う。 
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平成 21年度  都 区 財 政 調 整  （ フレーム対比 ） （案） 

（単位：百万円、％） 

固 定 資 産 税 1,054,830 1,025,490   29,340   2.9

市 町 村 民 税 法 人 分 643,406 794,349 △ 150,943 △ 19.0

特 別 土 地 保 有 税 13 32 △ 19 △ 59.4

た ば こ 税 調 整 額 1,524 1,524   0   0.0

交 付 金 調 整 額 15,388 15,388 0 0.0

1,715,161   1,836,783   △ 121,662 △ 6.6

943,339 1,010,231 △ 66,892 △ 6.6

  4,052   6,384   2,332

Ａ 947,391   1,016,615   △ 69,224 △ 6.8

普通交付金分　 Ａ×95% 900,021 965,784 △ 65,763 △ 6.8

特別交付金分　 Ａ× 5% 47,370   50,831   △ 3,461 △ 6.8

Ｂ 1,043,589   1,023,723     19,866   1.9

特 別 区 民 税 804,728 773,832   30,896   4.0

軽 自 動 車 税 2,389 2,392 △ 3 △ 0.1

特 別 区 た ば こ 税 61,523 61,708 △ 185 △ 0.3

鉱 産 税 0 0 0 0.0

小        計 868,640   837,932   30,708 3.7

12,284 20,579 △ 8,295 △ 40.3

4,211 10,893 △ 6,682 △ 61.3

1,652 6,525 △ 4,873 △ 74.7

120,711 107,089 13,622 12.7

42 50 △ 8 △ 16.0

10,532 15,555 △ 5,023 △ 32.3

8,048 8,048 0 0.0

2,802 － 2,802 皆増

1,028,922   1,006,671   22,251 2.2

2,643 2,721 △ 78 △ 2.9

4,157 4,513 △ 356 △ 7.9

11,615 12,670 △ 1,055 △ 8.3

797 881 △ 84 △ 9.5

1,448 1,415 33 2.3

1,049,582   1,028,871     20,711   2.0

△ 5,993 △ 5,148 △ 845 －

Ｃ 1,943,610   1,989,507   △ 45,897 △ 2.3

1,651,836 1,657,914 △ 6,078 △ 0.4

291,774 331,593 △ 39,819 △ 12.0

900,021   965,784   △ 65,763 △ 6.8

900,021 965,784 △ 65,763 △ 6.8

47,370 50,831 △ 3,461 △ 6.8

947,391   1,016,615   △ 69,224 △ 6.8

エ＝ウ／イ

増　減　率

ウ ＝ ア － イ

差 引 増 △ 減

当 初 見 込 イ

平 成 20 年 度

当 初 見 込 ア
備　　　考区　　　　　　　分

平 成 21 年 度

交
　
　
付
　
　
金
　
　
の
　
　
総
　
　
額

調
　
整
　
税
　
等

条例で定める割合

当　年　度　分

精  　算  　分

計

内
　
訳

計

－

配 当 割 交 付 金

基 準 財 政 収 入 額

特
 
別
 
区
 
税

利 子 割 交 付 金

55% 55%

－

特 例 加 減 算 額

地 方 消 費 税 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

－

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

特 別 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金
( 児 童 手 当 特 例 交 付 金 )

地 方 特 例 交 付 金
( 減 収 補 て ん 特 例 交 付 金 )

交
付
額

普 通 交 付 金

特 別 交 付 金

計

　差        引　　　　Ｃ－Ｂ

基 準 財 政 需 要 額

計

地 方 道 路 譲 与 税

自 動 車 重 量 譲 与 税

航 空 機 燃 料 譲 与 税

経 常 的 経 費

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

合        計

投 資 的 経 費

 
注） 計数整理の結果、変動することがある。 



26 

平成２１年度都区財政調整 新規算定項目・改善項目等 

 
 

１．新規算定 ５項目

○ 地域コミュニティ活動支援費

○ 高齢者住宅火災報知機給付事業費

○ 中国残留邦人等生活支援給付金

○ 校庭芝生管理費

○ 学校評価事業費

２．算定改善等 ３１項目

<算定充実>

○ 議会運営費

○ 庁舎維持管理費

○ 区民関係等事務費

○ 男女共同参画事業費

○ 賦課徴収費

○ 障害者モビリティ支援事業費

○ 病後児保育事業費

○ 認証保育所運営費等事業費

○ 国民健康保険事業助成費(出産育児一時金)

○ 結核予防費

○ 妊産婦健康診査費

○ 乳幼児健康診査費

○ 環境施策推進費

○ 消費者対策事業諸費

○ 商工振興費

○ 農漁業振興費

○ 住宅対策費

○ 公園新設経費

○ 小中学校運営費

○ 教育相談事業費

○ 学校施設開放事業費

○ 放課後子ども教室推進事業費

○ 義務教育施設(給食室)の大規模改修及び改築経費

○ 小中学校改築経費  
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<事業費の見直し>

○ 標準給(技能系職員)

○ 不燃ごみ中継作業経費

○ 道路占用料の改定に伴う見直し(特定財源)

○ 学校週５日制支援事業費

<算定方法の改善等>

○ 施策の見直しに伴う包括補助事業等の再構築

○ 後期高齢者医療制度事業助成費

○ 新たな医療制度開始から１年経過したことに伴う各費目の整理

３．その他 ３項目

○ 公共施設改築経費

○ 緑化推進対策事業費

○ 財政健全化対策(減債対策経費の算定)  
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